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研究成果の概要（和文）：	
 

本研究は、わが国固有の文化的文脈に則したシティズンシップ教育カリキュラム開発を行うた
めの基礎的研究として、日本・英国・米国におけるシティズンシップの調査・分析を行い、以
下２つのことを明らかにした。第１は、シティズンシップ教育を支えている各国・地域固有の
市民性意識、第２は市民性意識と教育実践の関係性である。これら２つを通して、シティズン
シップ教育実践と各国・地域固有の市民性意識の関係性を明らかにした。	
 
	
 
研究成果の概要（英文）：	
 
This	
 research	
 clarify	
 the	
 following	
 two	
 matters	
 through	
 research	
 and	
 analyze	
 the	
 
citizenship	
 education	
 in	
 Japan,	
 UK	
 and	
 US	
 to	
 develop	
 the	
 educational	
 curriculum	
 based	
 
on	
 Japanese	
 cultural	
 context.	
 First	
 is	
 citizenship	
 awareness	
 and	
 requirement	
 as	
 the	
 basic	
 
facture	
 of	
 citizenship	
 education.	
 Second	
 is	
 the	
 relationship	
 between	
 citizenship	
 
awareness	
 and	
 educational	
 practice.	
 This	
 research	
 clarified	
 the	
 above	
 two	
 matters	
 to	
 
develop	
 the	
 new	
 citizenship	
 curriculum	
 in	
 Japan.	
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研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：教育学・教科教育学 
キーワード：(1)社会科教育 (2)市民性教育 (3)シティズンシップ	
 (4)文化心理学 (5)カルチュ
ラル・スタディーズ (6)社会認識	
 (7)アメリカ (8)イギリス 
 
 
１．研究開始当初の背景 
	
 シティズンシップ教育研究は研究目的・内
容・方法に依り多岐に渡っている。しかしな
がら、先行研究はこれら３領域を横断的に捉

える試みがなされていない。特に、理論研究
と開発研究には大きな乖離がみられる。すな
わち、数多くの研究成果が残されている諸外
国のシティズンシップ教育研究が、わが国の
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授業実践や教材開発研究に還元されていな
い。 
	
 この問題には２つの要因がある。第 1 は、
諸外国のシティズンシップ教育は、その国や
地域固有の文化的・社会的状況に則して実践
されているため、わが国へ直接的な導入が困
難であること、第 2 は、上記の理由から開発
研究に際し、教育内容を固定化することが出
来ない（教育方法の導入に留まってしまう）
ことである。そのため、授業やカリキュラム
開発を行った際、日本固有の文化的状況を含
まない、諸外国の実践を諸外国の文化的文脈
のまま模写した学習に留まってしまうので
ある1。 
	
 これに対して、英国ではシティズンシップ
教育が自国の文化的状況を踏まえて構成さ
れるべきだとの観点からのカリキュラム分
析・研究、並びに教材開発が行われている。 
	
 諸外国におけるシティズンシップ教育を
わが国の教育実践へ還元するための研究を
行うには、教育が行われている国・地域等の
文化的状況と教育カリキュラムを複合的に
分析する必要がある。 
 
２．研究の目的 
	
 筆者は主に２つの研究を行ってきた。第１
は米国におけるシティズンシップ教育、中で
も社会科教育で行われている文化認識に関
する理論的枠組みの分析研究、第 2 は英国に
おけるシティズンシップ教育の実地調査で
ある。その結果、第 1 に英国・米国のシティ
ズンシップ教育が持つ学問的・教育的・社会
的背景、第 2に英国のシティズンシップ教育
の具体的な教育内容・教育方法とその効果を
明らかにした。 
	
 本研究では、従来の研究を発展させ、シテ
ィズンシップ教育を成立させている国（地
域）固有の文化的文脈を調査・分析する。本
研究の主な内容とその範域は以下 3 点であ
る。 
（１）  シティズンシップ教育カリキュラ
ム・教科書等を比較分析し、これらが内包し
ている各国固有の文化的要素を抽出・分析し、
その構造化を行う。なお、研究対象国は日本
並びに、筆者が継続的に研究を進めている領
域（英国・米国）とする。 
（２） シティズンシップ教育を理論的に成

                                                   
1 （例）・高野利雄「市民性学習プログラムの
開発と実践」『教職研究』立教大学学校・社
会教育講座、第 14 号、2003 年、pp.33-45。 
・寺本誠「市民・社会の事例２ 単元名『民
主主義について考えよう』」前掲『文部科学
省研究開発学校研究発表会 幼・小・中接続
期実践プラン集』、お茶の水女子大附属幼稚
園・小学校・中学校他、2007 年、pp.52-55。 
 

立させている文化的基盤の実地調査・分析を
行う。調査方法は主に構造構成的質的(発達)
研究法を利用し、教育を規定している国や地
域独自の文化的要素を調査・分析する。（西
條剛央『構造構成的発達研究法の理論と実
践』北大事書房、2005）。 
（３） わが国において初等・中等学校への
参与観察を行い、シティズンシップ教育（市
民性教育）を実際的に成立させている教育実
践（教育内容・教育方法）と文化的文脈の関
係を調査・分析する。 
	
 以上３点を通して、国や地域固有のシティ
ズンシップ教育内容の基盤的要素（国や地域
固有の市民性意識とその要件）と教育実践と
の関係を明らかにすることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
	
 本研究は、英国・米国を事例として、国や
地域固有のシティズンシップ教育が内在し
ている文化的要素並びに、それらと教育実践
との関係性を明らかにするものである。その
ための方法として、本研究では、資料収集、
資料分析、分析枠組みの設定、仮説設定、現
地調査（仮説検証）、調査結果分析（仮説修
正）、調査報告という、７つの手続きを採る。 
	
 資料収集では、英国・米国のナショナル・
カリキュラム（スタンダード）の文化的・社
会学的基盤となる文献2の収集を行う。	
 	
  
	
 資料分析では、シティズンシップ教育の基
盤を形成している要素を抽出、それらの構造
性を分析する。具体的には、各国にみられる
環境、文化、メディア、公共圏、消費等に着
目しそれらにみられる構造性を分析する3。 
分析枠組みの設定では、文化的要素並びにそ
の構造がカリキュラムに組み込まれている
方法（構造的方法）を分析し、それを分析フ
レームワークとして設定する。 
	
 次にその分析フレームワークに基づき、シ
ティズンシップカリキュラム並びに関連教
材（教科書・副読本）に対する文化的影響に
関する仮説を設定する。 
	
 設定した仮説を、National	
 Council	
 for	
 the	
 
Social	
 Studies、並びに Children’s	
 Identity	
 
and	
 Citizenship	
 in	
 Europe 国際会議にて、
発表し、設定した分析フレームワーク並びに
仮説を検証する。 
	
 最後に、調査結果を踏まえ、前年度に設定
した分析フレームワーク並びに仮説の修正、
調査結果の検証を行う。 
	
 
	
 

                                                   
2 Nick	
 Stevenson“Cultural	
 Citizenship”
Open	
 University	
 Press,	
 2003 等。 
3分析には、A.L.Strauss,“Qualitative	
 

Analysis	
 for	
 Social	
 Scientists”Cambridge	
 

University	
 Press,1987 を使用する。 



 

 

４．研究成果	
 
	
 本研究では、主に４点を明らかにした。第
１は分析フレームワークの設定である。先行
研究を検討した結果、シティズンシップ教育
は、各国固有の学校制度や法、またカリキュ
ラムや教科書といった顕在的要因と、子ども
の意識や、慣習、推論のバイアス、自己のア
イデンティティー形成や集団への帰属意識
のなど、可視化されない文化的要因（潜在的
要因）の２つにより成立していることを明ら
かにした。そこで本研究では、「文化心理学
の研究成果を市民性意識調査研究へ応用し、
調査研究を基盤に帰納的に授業構成の違い
を分析する」というフレームワークを設定し、
これに基づき、シティズンシップ教育の分析
を行った。 
	
 第２は日英におけるシティズンシップの
意味内容の違いを明らかにした。日本にて
800名強へアンケート調査を実施した結果、
市民性の要件として儒教的道徳、子どもの判
断基準として道徳心が第１におかれている
ことが明らかになった。また、同時にその判
断基準は、通常批判対象外として扱われてい
ることを明らかにした。ここから、日本は
人々の行動基準として「政治的市民」よりも、
儒教的観点や道徳心などの要因で価値判
断・意思決定を行う場合が多い。すなわち、
「政治的市民」としての感覚が子ども達に伝
播しているイギリスと、あくまでも道徳的な
価値判断を行う日本では、依って立つ市民性
の意味内容が異なっていることを明らかに
した。一例として、T 中学校、KO 中学校に
おける市民性意識並びに市民性の要件を示
したものが以下の図１から４である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
	
  
	
 以上の研究成果を、英国の先行研究と比較
した上で、このことが日本固有の特徴である
ことを以下の論文で論証した。Noboru 
Tanaka, Research about the nature of 
citizenship in Japan,”Human Rights and 
Citizenship Education ” , Children ’ s 
Identity and Citizenship in 
Europe,pp.2009. 
	
 第３は日英のシティズンシップ教育にみ
られる授業構成の違いである。民主主義とい
う同じテーマの授業を分析した結果、英国は
政治的市民育成へ向けた実態的活動に基づ
く授業構成、日本は論理的思考育成へ向けた
分析的活動に基づく授業構成を採っている
ことを明らかにした。政治的市民育成を目指
すイギリスの場合、社会での活動を学校の中
に再現し、実際に議論・活動する必要がある。
対して、子ども達の判断基準が儒教的道徳な
どの非論理的観点に操作されている日本の
場合、教育にて子どもの思考を分析的思考へ
と修正・改善・発展させてゆく必要がある。
このような違いを明らかにした。また、教育
実践とその社会環境の相互作用を、部落差別
を通して分析し、教育と通した価値観の形成
過程，並びにその反省方略を明らかにした。
それらの研究成果を以下の国際学会で発表
した。Noboru Tanaka, Civil Rights in 
Japan: A Closer Look at the Buraku, 
National Council for the Social Studies, 
Annual Conference in Atlanta,2009. 
	
 第４は、研究方法論の検討を行った。本研
究の課題であった理論研究・実践研究の往還
の方略として、社会科教育学をデザイン科学



 

 

と捉える枠組みを提案した。学習環境をキー
ワードに構築主義的な研究方法を採用する
ことで教科教育学内（社会科教育学内）に留
まらず、同一の事象に対する学際的研究が可
能であることを、以下の論文で論証した。田
中伸「デザイン科学としての社会科教育学̶
教科教育において学際的恊働はいかにして
可能となるのかー」『教育学研究紀要』中国
四国教育学会、第 55巻、pp.702-707、2010。 
	
 本研究では、以上４点を明らかにすること
で、日本固有のシティズンシップカリキュラ
ム開発の前提となる、日本の子ども達が持つ
市民性の意味内容並びに、それを前提として
実施されている実際の教育活動との関係性
を明らかにした。 
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